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衆議院総務委員会ニュース

平成23.2.22 第177回国会第２号

2月 22日（火）、第２回の委員会が開かれました。

１ 行政機構及びその運営、公務員の制度及び給与並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事

業並びに消防に関する件

・片山総務大臣、平野内閣府副大臣、鈴木総務副大臣、平岡総務副大臣、園田内閣府大臣政務官及び内山総務大臣政

務官並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本放送協会経営委員会委員長職務代行者 安 田 喜 憲君

日本放送協会経営委員会委員（監査委員） 井 原 理 代君

日本郵政株式会社専務執行役 中 城 吉 郎君

（質疑者及び主な質疑内容）

古 賀 敬 章君（民主）

・現時点において地上デジタル放送への移行準備を終了し

ている世帯の割合及びその地域差について、大臣に伺い

たい。

・消防団員の減少を止め、増加させるため、国がこれまで

とってきた施策及び今後の方策について、大臣の見解を

伺いたい。

石 田 真 敏君（自民）

・この１年半の民主党の政治主導に対する大臣の評価を伺

いたい。

・住民税減税と議員報酬半減が選挙の争点となることにつ

いて、大臣の見解を伺いたい。

・中京都、大阪都及び新潟州などの構想が提案される根本

は何か、大臣の見解を伺いたい。

・今後２年間の国の出先機関の地方移管の見通しについて、

大臣の見解を伺いたい

橘 慶一郎君（自民）

・臨時財政対策債の総額を増加させない場合、地方の借入

金の額を増加させない場合、それぞれにおける臨時財政

対策債の発行可能額について、総務副大臣の見解を伺い

たい。

・行政改革推進本部の設置期限である平成 23 年６月に向

け、何らかの形で最後の取りまとめを行う決意を内閣府

大臣政務官に伺いたい。

・行政改革推進本部の設置期限経過後における行政改革の

推進体制はどのようになるのか、大臣の見解を伺いたい。

・独立行政法人の見直しに係る総務省の政策評価・独立行

政法人評価委員会と行政刷新会議との連携についての考

え方を大臣に伺いたい。

坂 本 哲 志君（自民）

・唯一の民間から登用された閣僚として現政権の混乱をど

う見ているのか、大臣に伺いたい。

・愛知県におけるトリプル投票と中京都構想に対し「邪

道」「流行病」と表現した真意と地方で様々な動きが起

きていることについて、大臣の見解を伺いたい。

・ＮＨＫ会長選任に当たり混乱が見られたことについて、

その経緯をＮＨＫ経営委員会委員長職務代行者に確認し

たい。

稲 津 久君（公明）

・民主党マニフェストの国家公務員の総人件費２割削減の

目標年次が平成 25 年度であるにもかかわらず、「アクシ

ョン・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」（平成

22 年 12 月 28 日閣議決定）（以下「アクション・プラ

ン」という。）において人件費削減の柱の１つである出

先機関改革について事務権限の移譲は平成 26 年度中を

目指すとされているのは、整合性がとれないと考えるが、

大臣の見解を伺いたい。

・地方議員の責務を法律上位置付けてほしいとする全国議

長会の要請について、大臣の見解を伺いたい。

・子ども手当の地方負担に関し、どの程度地方の声を聞い

たのか、大臣に伺いたい。

塩 川 鉄 也君（共産）

・平成 22 年度中間決算についての総務省の報告徴求に対

し、日本郵便の報告には人件費の削減方針が掲げられて

いるが、その具体的な内容を日本郵政に伺いたい。

・日本郵便の赤字の要因となっているゆうパックとペリカ
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ン便の宅配便事業統合について、総務省が認可したこと

に問題があったのではないか、大臣の認識を伺いたい。

・日本郵政ガバナンス問題調査専門委員会の報告書による

と、経営陣は宅配便事業統合認可の前から赤字の見通し

を認識しており、新しい経営陣になった時に見直す機会

があったにもかかわらず統合を進め失敗に至ったことに

対して現経営陣にも責任があると考えるが、日本郵政の

認識を伺いたい。

重 野 安 正君（社民）

・平成 22 年 12 月 28 日に総務省から各都道府県知事等に

「指定管理者制度の運用について」通知を改めて行った

趣旨について、大臣に伺いたい。

・首長の減税発言をもてはやす風潮について、大臣の所感

を伺いたい。

・総務省のホームページへの情報掲載期間を３年間として

いる理由及び延長する考えの有無について、大臣に伺い

たい。

柿 澤 未 途君（みんな）

・アクション・プランにより国の地方出先機関について

「26 年度中に事務・権限の移譲」を行うとした場合、

実際に何人の職員を地方に移譲できると考えているのか。

・国と地方の一体運営を行っているハローワークに関し、

地方への全面移管は自信がないとした大臣発言は、今後

の全面地方移管を断念したものか、大臣に確認したい。

２ 地方自治及び地方税財政に関する件

・平成 23年度地方財政計画について、片山総務大臣から概要説明を聴取しました。

３ 地方税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第４号）

地方交付税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第５号）

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第６号）

・片山総務大臣から提案理由の説明を聴取しました。


